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地域密着型サービス整備事業者公募要項 
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北名古屋市 



 

 

１ 公募の趣旨 

北名古屋市では、第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画に基づき、高齢者が介護を必要とす

るようになっても、住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域密着型サービスの基盤

整備を進めています。 

本公募は、この計画に基づき第９期中に看護小規模多機能型居宅介護の提供を行う事業者を公募

により選定するものです。 

 

２ 公募する地域密着型サービス事業の概要  

 ⑴ 事業種別 

看護小規模多機能型居宅介護 

 ⑵ 登録定員数 

２９人以下（通い定員・宿泊定員は基準の範囲内で任意） 

 ⑶ 整備時期 

   令和７年度～令和８年度（第９期中に開設すること） 

 ⑷ 整備数 

   １施設 

 ⑸ 整備地区 

   北名古屋市内全域 

 

３ 応募事業者の資格要件  

⑴ 法人又は病床を有する診療所を開設している者であること。 

 ⑵ 介護保険法第７８条の２第４項及び第１１５条の１２第２項で定める欠格事項に該当しない

こと。 

 ⑶ 北名古屋市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団及び暴力団員ではないこと。 

 

４ 施設整備の要件 

 ⑴ 「北名古屋市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」

（令和６年条例第９号）及び「北名古屋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める条例」（令和６年条例第１０号）で定める基準を満たしていること。 

 ⑵ 事業を実施するにあたり、土地・建物を確実に確保できる見込みがあること。 

 ⑶ 都市計画法、建築基準法、消防法その他関連する法令等の基準を満たしていること。 

その他、関係省令・解釈通知などの内容を十分に理解・確認のうえ、申請を行うこと。 

 

５ 補助金 

⑴ 愛知県介護施設等整備事業費補助金交付要綱に基づき整備及び開設経費に対し補助が受けら

れる場合があります。 

⑵ 補助金の交付は、単年度事業のため、年度をまたぐ事業費は対象外です。 

⑶ 令和６年度補助単価等については以下のとおりです。ただし、今後の補助制度の改正や予算不

足等により、補助金が受けられるとは限りません。（市独自の補助金はありません） 

ア 地域密着型サービス等整備等助成事業  ３９，６００千円 

 イ 介護施設等の施設開設準備経費等支援事業  ９８９千円×宿泊定員数 

 



 

 

 

６ 応募方法  

 ⑴ 応募期間 

令和６年１２月１６日（月）から令和７年１月２８日（火）午後５時まで 

 ⑵ 提出方法 

 北名古屋市役所東庁舎１階 高齢福祉課 介護保険担当まで持参により提出してください。  

なお、提出の際は、電話で日時を予約の上、来庁してください。  

 ⑶ 提出書類一覧 

番号 提出書類 

１ 公募指定申込書（様式１） 

２ 整備計画書（様式２） 

３ 事業開設提案書（様式３） 

４ 法人調書（様式４） 

５ 法人定款（写し可）及び法人登記簿謄本（３か月以内に発行されたもの写し可） 

６ 法人の決算書（直近３年分写し可） 

７ 
過去（３年間）の監督官庁の実地指導等結果（指摘事項と改善策）の写し 

（予定地に近い５施設分、同種事業なければ、その他介護事業のもの） 

８ 隣接地権者説明計画及び他法令等手続き（様式５） 

９ 

事業予定の土地・建物に関する権利関係が確認できる書類 

・自己所有の場合は、土地・建物の登記簿謄本（３か月以内に発行されたもの写し可） 

・借地借家の場合は、建設計画に係る同意書（様式６） 

１０ 事業予定地の周辺図 

１１ 現況写真（４方向以上） 

１２ 事業所の配置図・平面図等 

１３ 施設・設備計画書（様式７） 

１４ 
資金計画書（参考様式） 

（補助金が受けられるとは限らないため、補助金を見込まず作成すること） 

１５ 収支計画書（事業開始後３年間の収支見込）（参考様式） 

１６ 事業スケジュール（開設までの日程表） 

 

⑷ 提出書類の部数等 

ア 正本１部、副本９部 計１０部 

イ 各書類の様式は、別添様式１～７とすること。（その他は任意様式とする）  

ウ 提出書類一覧の番号（１～１６）ごとにインデックスを付けること。 

エ 書類の左側に穴をあけ、Ａ４版のフラットファイル等で綴ること。 

オ 原則としてＡ４版で、Ａ３版の書類はＡ４サイズに折り込むこと。 

 

７ 応募に当たっての留意点 

 ⑴ 質問は随時個別に受付します。窓口相談は、電話で日時を予約の上、来庁してください。 

⑵ 応募期間終了後、事業者の都合による計画の変更や書類の差替えは原則として認めません。 

 ⑶ 必要に応じ、追加書類を求める場合があります。 

 ⑷ 提出された書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。 

 ⑸ 応募にかかる費用は、すべて応募事業者の負担とします。 



 

 

⑹ 他の応募事業者の計画内容等に関しての問い合わせについては、一切応じません。 

 ⑺ 応募受付後に辞退する場合は、応募辞退届（任意様式）を提出してください。 

 

８ 事業者の選定について 

 ⑴ 審査は、書類審査とします。 

 ⑵ 次の審査項目を参考に事業候補者を選定し、最終的に市長が決定します。 

  ア 基本理念（法人の基本理念及び運営方針等） 

  イ 法人の状況（法人の経営状況・運営実績） 

  ウ 職員体制（職員の質の向上、職員確保等の取組み） 

  エ 地域の状況（地域との連携・交流等の取組み） 

  オ 実施体制（看護サービス等の考え方、安定的運営の考え方等） 

  カ 施設設備（用地確保、安全面・防災設備等） 

  キ 運営計画（資金計画、収支計画） 

 ⑶ 選定結果は、令和７年３月下旬、郵送にて全応募事業者に通知します。 

 ⑷ 選定により決定した事業者名等は公表します。 

 ⑸ 候補者として選定された事業者は、開設準備が整った時点で、北名古屋市に事業者の指定

申請を行っていただきます。  

その際、基準を満たしていない等の事実が認められる場合、地域密着型サービス事業者と

して指定しない場合があります。 

 

９ 問合せ先  

北名古屋市福祉こども部高齢福祉課 介護保険担当 

  〒481-8501 北名古屋市熊之庄御榊６０番地 

  電話：０５６８－２２－１１１１  

メールアドレス：kaigo@city.kitanagoya.lg.jp 


